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平成30年7月豪雨災害時のとある親子の出来事

・この親子は各種多様な福祉サービスの中で何不自由
なく生活ができていた

・地域とのつながりはなかった(必要なかった)
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平時

発災時

・母親は、いつもお世話になっている福祉サービスを受
けている方々へ連絡 →駆け付けられない

・公的機関(警察)へ連絡 →駆け付けられない

・普段、地域とのつながりがなかったため、近所の方々
へ助けを求めることができなかった

平成30年7月豪雨災害時のとある親子の出来事
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どうしていたら助かったか

・普段から当事者が関わっておられる福祉専門職の
方々との連携により、平時から地域との関わりを構築
しておく

・災害時を想定し、地域の方々とともに災害時の対
応を考えておく

→【個別避難計画を作成する】
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介護保険制度が設計された1980年代後
半から1990年代は、気象災害で死者が
ほとんど発生しない時期であった。このた
め制度設計で災害時は考慮されなかった

自然災害による死者・行方不明者数の推移
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阪神・淡路大震災

伊勢湾台風

戦後日本における１人当たりＧＤＰの推移

東日本大震災
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県
全体 障害者手帳交付者

被災地人口 死者 死亡率 被災地人口 死者 死亡率

岩手小計 205,437 5,722 2.8% 12,178 429 3.5%

宮城小計 946,593 10,437 1.1% 43,095 1,099 2.6%

福島小計 522,155 2,670 0.5% 31,230 130 0.4%

総計 1,674,185 18,829 1.1% 86,503 1,658 1.9%

東日本大震災における全体死亡率と
障害者死亡率の比較(県別）

出所：ＮＨＫ「福祉ネットワーク」および「ハートネットＴＶ」取材班の調べ。
２０１２年９月５日現在
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東日本大震災における全体死亡率と
障害者死亡率の比較(市町村別）
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東北３県の重度身体障がい者の施設入所率の比較
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東北３県の高齢者向け施設入所者の被害率
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地価が高い
（でも安全）

地価が安い
（でも危険）

土地利用規制

安全な土地の誘導策

根本原因２ 危険な場所に施設が立地
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それでは、
どうすれば良いか？

当事者が誰一人取り残されない
地域が誰一人取り残さない
社会が誰一人取り残させない
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理解

備え行動

適切な
意思決定

当事者力＝防災リテラシー

防災リテラシーは災
害についての情報を
適切に処理する能力

災害について
の情報
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令和元年台風１９号時の避難タイミングは２峰分布していた

早くに逃げた

（ｎ=45）
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早く逃げた人の特徴は防災リテラシー高と被災経験有
被災経験有

防災リテラシー高
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平常時から準備しておくこと
①地域の方たちとの連携

②利用者が暮らす地域の防災情報の確認

③避難場所の情報共有

④利用者台帳の整理

⑤ケアプランの作成

⑥職員間の連絡方法の取り決め

⑦サービス困難時の対応

⑧避難行動支援

⑨薬情報の管理
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